
学校における経営課題としての九、じめ問題」

上越教育大学安藤知子

1 .はじめに:本棋の目的と課題

「し1じめ」の社会問題化と伴に 教育行政や学校が組織的にこれに応えることが求められるよ

うになってきている。これまでにも「し¥じめ」は、いじめ自殺事件等を契機としてたびたび社会

問題化し、そのたびに組織的な対応の重喪性が語られ、文部科学省(以下、文科省とIII各)や教育

委員会は実態調査を実施し、いじめ防止アクションプラン等を展開してきた。

しかし、そうした組サ哉的取り組みにも関わらずいじめ自殺事件は発生する。 Iし1じめ防止対策

推進法J (以下、 「し 1じめ防止法」とIII名)は、このような状況の中でj直接的には 2011年に大津で

起きた自殺事件を契機として成立した。この法律はいじめを防止し、また「し1じめ問題」が生じ

た際に迅速に適切な対策をとるために、教育行政や学校の役割を明記するものである。実効性に

ついては様々な意見があるにしろ、法律という形で学オ交や学校設置者の対応に関する基本方針が

示されたことは着目に値するといえよう。それは、従来の学校におけるいじめ問題への向き合い

方とは異なる、新たな対応と理解することができるからである。

とはいえ、この新たな対応への移行が有する意味を吟味することが必要である。法案提出から

成立までわずか2ヶ月としづ迅速さや、教育委員会制度改革への影響等々、議論はし¥じめ対策と

は日Ijの次元で展開しているようにも思われる。また、全ての学校に速やかな基本方針の確立が求

められたにもかかわらず、それらが本質的ないじめ対策になると思えていない現場の受け止め方

がある。今回の「し 1じめ防止法」の成立過程は、言ってみれば国家が現在推進したいと考えてい

る「新しい公共j型意思形成 1の一事例であると見ることができる。いじめに対する多様な人々

の意見を集約し、その対応の在り方について教育の専131J家のみにまかせるのではなく、多くのア

クター(一般市民やネットユーザー、首長、一般行政など)が当事者として参加し、意思決定を

行九その結果が「し、じめ防止法」であり、全ての学校の「し 1じめ防止対策基本方針」である。

そう見たときに、このような状況から何を問題として取り出す必要があるだろうか。本稿で、は、

新しし 1乱題として「し¥じめ問題」への対応を迫られる学校の今後の在り方を考えたい。そのため

に、 (1) Iし1じめ防止法」成立の経j簿を概観し、そのうえで(2) Iし1じめ防止法」への各学校の対

応の現状と課題を考察する。これらを通じて、今後の学校経営の在り方を考えたい。

2. いじめ現象と「いじめ問題」

本稿では「し¥じめ問題」を、学校が非酢哉的に危機管理すべき対象として捉える「問題」の一つで、

ハUつ』



安藤知子:学校における経営課題としての「し1じめ問題」

その問題の発生原因がいじめに由来するもののこと、としづ意味で使用する。 rし1じめJとは何

かについての議論や、いじめへの対応策そのものの議論は本稿で、は棚上げしておきたい。そもそ

も、 「し 1じめ」とは何か、その予防策、対応策とはどのようなものかといったこと自体が、今日

でも幅広く議論の対象である。にもかかわらず、いじめはあってはならない「問題」であるという

前提から、学校や教育委員会は先手を打って何かをすることを要請されている。その現れが「し1

じめ防止法」や「し 1じめ防止対策基本方針」である。

本質的に「し1じめ」とは何かを考えたときに、それを「人間の本性に関わる行動J(江)11，1992)、

「人間の本来的な特性J(内田， 2013)、「青年前期(思春期)の発達的特徴と関わることJ(今津， 2013)

であると理解するがゆえに、くいじめゼロ>とかくいじめ根絶>といったスローガンの無意味さ

を指摘する論者は少なくない。また、この観点からみれば、文科省による「し 1じめ」の定義2も

実はあまり意味がない。実際のいじめは常に流動的な状態の中で多様な形態で発生しており、当

事者間での主観的認知も明確な線をヲ|し1て表現できるようなものにはなりにくい。だからこそ内

田は「し1じめ」を論じる際に、いじめ現象と広く捉えつつ議論を展開している。

一方、原 (2013)は教育学領域での言説として「し1じめ問題」を整理している。文部省が統計

を取り始めた昭和 60年代から今日までを4つの時期に区分して「し 1じめ問題」がどのように語ら

れてきたのかを論じている 30 こうした整理に目を向けると、学校は子どもたちが繰り広げる一

連のいじめ現象そのものへの教育実践での対応と同時に、社会が問題視する「し 1じめ問題jへの組

織的な対応をも求められていることが見えてくる。後に言及するように、この二つの対応が軍離

しているように見えることが、 「し 1じめ防止法」への違和感につながっているようにも思われる。

本論では、特に「いじめ防止法」を起点とする学校の乱琶に着目したいので、主として社会的に構

築された言説としての「し1じめ問題」について論じることにする。

3. rいじめ防止法」成立の経緯
(1)文部科学省や学校への不信

文科省では、継続的に「し 1じめ問題」を学校教育の重要課題として扱ってきた。原の言う第四

期の動向だけを見ても、多岐にわたる動きを見せている。毎司三複数のいじめ防止に関連する通知

が出され、都道府県、市町村教育委員会でもいじめ防止のためのアクションプラン作成やいじめ

ゼ口県民運動など、多様な取り組みが展開されてきた。国立教育政策研究所でもいじめ等の紡止

に関する調査研究が進められ、 3 冊の生徒指導支援資料『し 1 じめを理解する~ ~し 1 じめを予防す

るj] ~し 1 じめを減らす』が作成され、全国の小中高等学校に配付されている。

法律制定の背景には、このような多様な施策の熱心な展開にもかかわらず、いじめ自殺事件が

後を絶たない現実への、世間からの不信があったといえよう。特に、大津市の中 2いじめ自殺事

件では、重大事案が発生した際の学校や教育委員会の対応が、一般常識に照らして必ずしも適切

で、あったとは言いがたいケースとして社会的に注目を浴びた。これに対して文科省も、 2012年9
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なことは具体的な対策ではなく 「し 1じめ問題」のマネジメントが新たな学校経営ヒの課題として

位置づけられたことなのである。責任を負う者はいじめ問題に対して「必ず何かをすべき」であ

ることが明言された。穿った見方をすれば、学校は人々(世間)が問題であると決定した事に対

して、一律に「対応する」としづ形で応えることを期待されたのである。

そして、この法律が「し 1じめ問題」への対応の基本理念として確認したことは、完全に被害者

の立場に立つこと、すなわち、被害者の感情に配慮し、被害者の安全・生命の保護を最優先する

ことである。もちろん、それは否定されるべきことではない。市民間育からすれば学校に“被害

者"がいることを容認することはできない。いじめの被害を受けている児童生徒がし、ると認めら

れた場合には、何を置いても被害者の安全を確保することが必要である。しかし、被害者救済を

前面に出すことによって「し¥じめ紡止法」が学校に期待することは、いじめ現象を教育や子ども

の発達の問題として捉えることではなく、学校管理上の「問題」として捉えることとなる。このこ

とを、滝は「そもそもこの法の『防止』の対象は、 『し 1じめそのもの』よりも、昨夏の大津の事

案発覚後に見られたさまざまな『不祥事Jのほう、とすら読めるj、 「もっと言うなら、 『自殺』

の防止や『隠蔽』の防止、 『社会問題化Jの防止で、あって、学校や学級でいじめを起きにくくす

る・起きないようにする等の『未然防止Jはあまり眼中になし、かのようにすら読めるJ(2013: 19) 

と表現している。まさに、 「し 1じめ防止法」は、いじめ現象ではなく「し 1じめ問題jへの対応こ

そが学校や教育行政への信頼の鍵となることを表明したのである。

4. rいじめ防止法」に対する学校の対応や受け止め方の現状
実際に法律が制定されてから後 各学校や自治体はどのような対応を行っているだろうかo v 

こでは、一部の学校関係者による報告(青木・茜谷， 2014、111口・青木， 2014) を手がかりとして

考察したい。青木・茜谷 (2014) では、東京都X区立A中'判交の事例が紹介されている。 A中学

校では、 6点の新たな取り組みと工夫を行った。①「し 1じめ防止対策委員会」の設置、②いじめ

に関する道徳授業の公開、③スクールカウンセラーの活用、G[校内におけるいじめ防止研修と保

護者などへの啓発、⑤生徒会の活性化、⑥いじめ相談箱の設置である。①「し 1じめ防止対策委員

会j は、従来の生徒指導部会に統合し、校長とスクールカウンセラーを新たな構成メンバーに加

え、基本方針に基づく取り組みの中核としての役割を強化したとされている。

また、山口・青木 (2014) では、千葉市の大規模中学校4校と、島根県の小規模小学校4校の

聞き取り調査から「し1じめ防止対策推進法」への取組について校長の声が複数紹介された。中学

校長ーから指摘された課題は次頁のくスライド6>のようなものである¥他方、一人一人に目が

届き、人間関係を把握しやすい環境下にある小規模小学校で、は、各校の「し可じめ防止基本方針」

には大きな違いはないことが報告され、法の一律適用について問題提起されている 50
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く中学校長が考える課題:山口・青木， 2014，スライド6>

①毎月 1回の定例会議について、いじめ対策として機能していない。

4校のうち 1校は、対応に関する会議は週 1回、時間割に組み込む生徒指導部間で、行っている。しかし、

普段起こる生徒指導問題の対応に時間がとられ、いじめに関する話し合いまで回らない場合がある。

②4校とも年3回のいじめアンケー卜を企画している。しかし、そもそもアンケート自体の有効性を検討

する必要がある。とりあえず、 4校とも]年間刑制完してみないとわからない、と言う意見では一致した。

③校務分掌に「し 1じめ防止対策推進主任Jを置き、清報の一元化を|玄|ったo A校と B校は生徒指導主任兼

務であるが、 C校と D校は教育相談主任が兼務している。従来の部会と大きな変更がない。もし、違う

形の部会を新たに作るとなると、カウンセラーを含めた養護教諭や主任が参加することになり、さらに

会議が増え、生産的ではないことがわかった。

④4校とも、各いじめ防止教育フ。ログラムの年間計画を立てた。第 15条「し¥じめ防止のために教育活動

(道徳、体験活動、自主的な活動など)、保護者への啓発活動の充実を図らなければならなしリに対応

したものである。中学生におけるいじめ妨止のための教育活動にどのようなものが効果的なのか、手探

り状態である。

以上のような報告からは、共通する対応の実態や受け止め方があることが理解される。その一

つは、従来からある生徒指導や教育相談のための組正哉をリニューアルすることで「し 1じめ紡止対策

推進系旦織」としていることである。そこには、新たな札織を立ち上げることの非効率さや、生徒

指導事案はし 1じめ問題以外にも多々あるのでいじめに特化することは現実的ではないという受け

止め方がある。第二に、どの学校でもいじめ紡止の教育活動について年間計画を立てている。し

かし、その具体は従来からあった授業公開や生徒会活動などの一部を、いじめをテーマにするも

のへ置き換える、講演会等のテーマにいじめを新たに追加するなどである。第三には、いじめの

早期発見につながるアンケート調査の強化や、気になるケースの記録の問題など、情報の収集と

共有のために有効な方法について疑問や課題意識を感じていることである。

5. rいじめ問題」への対応に関する学校の課題
こうした対応の現状からは、学校経営が問い直しを迫られている課題を複数指摘することがで

きるc ここでは3つの角度から論じたい。

(1)自律的学校経営からの逆行

第一は「自律的学校経営からの逆行」である。学校運営協議会が制度化されたとき、小島 (2007)

は新しい学校のガパナンスとして3つの教育意思による意思形成の構図を示した。これは、多様

なアクターが当事者として参画し、個々の学校の教育の内実を決定していく新しい公共型学校の

モデ、ルで、あった。しかし、私的教育意思が未成熟なiヨ本の現状では、新しいガバナンスに移行し

ようとする力が学校外部から強く生じるとき、それは半ば必然的に学校の専門的教育意思への批

判や拒否に基づく新たな教育意思として現れてくることになる(例えば、大津事件で、のし¥じめ対
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応)。それゆえに、学校や教師の専門的教育意思はきわめて発言力が弱くなり、 “全体"での決

定事項に反論できない。「形だけはとにかく札織を作り、基本方針を策定し、年間活動計画を作るJ

としづ全国一律の動きに疑問を感じつつ対応している学校の姿は、従来の上意下達の教育意思に

従って適正に学校を管理する、 56年体制下の学校経営そのものなのではないか。

法が「し1じめ問題jへの対策を要請すれば対応せざるを得ない。しかし、伺時に重視しなければ

ならない教育課題は他にも山積している。だからこそ、社会問題が注目されるたびに学校が対応

すべき教育課題として加算されてして構造を組み立て直さなければならず、そのために新しい公

共型意思形成が必要になるのである。個々の学校が「し¥つまでに、何に重点を置いて、どのよう

なことに取り組むのかJは、やはり個々の学校を現場として議論すべきであるといえよう。

(2)危機管理とカリキュラムマネジメントの事離

「し¥じめ防止法Jは「し¥じめ問題jの予防と対応のために、五目織的に「し、じめ問題」が生じるリ

スクをマネジメントし(予防)、ひとたびいじめが発見された場合には、すみやかにクライシス

をマネジメントする(対応)ことを求めている。この意味で、本法が明記したのはいじめ現象の

学校における「問題Jとしての危機管理の必要性で、あった。

しかし、複数の校長がアンケート調査の有効性に疑問を抱き、また、有効な教育活動の実践に

苦慮、している。淡々とアンケー卜を実施してもいじめが発見できるとは思えないし、しばしば自

にする生徒会主催の「し¥じめ撲滅キャンベーン」が子どもの心lこ響いていると感じ取ることはな

かなか困難である。これらはいじめ現象の特質からくる問題であろう。本来いじめ現象の予防や

減少を意函する働きかけは、教育活動そのものである。 Iし¥じめ」とは何かをきちんと分析し、

理解・共有した上で、子どもたち各々の発達段階に応じた教育カリキュラムを用意する必要があ

る。本当に必要なことは、こうした教育活動としてのいじめ防止への取り組みを学校五臓全体の

ものとしていくことであり、そのためのカリキュラムマ不ジメントであるはずである。

このようなカリキュラムマネジメントと、リスクマネジメントが両輪で、廻ってこそ保護者から

の信頼が得られる。そこでの信頼が、クライ、ンスマネジメントに対する協力や評価を左右すると

考えられる。しかし、現在の対応の実情は、新たなカリキュラムを検討し、全校的にマネジメン

トをしてし1く余裕がなく、リスクマネジメントに関心が偏っている状態であるように見える。何

がカリキュラムマネジメン卜へ関心を向ける余裕を奪っているのか、もう一度見直しながら、組

織メンバーの月蹴実を整理することが必要なのかもしれない。

(3)監視と排除の社会システムへの加担

さらにもう一点、現状での「し 1じめ防止法」への対応は監視と排除の社会システムへの加担と

なっていることを指摘したい。 Iし¥じめ防止法」では、いじめ現象を流動的でダイナミックな子

どもの成長過程で、の本質的人間関係構築の学習フ0¥コセスとは捉えず、「あってはならない問題」と
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経験で、あったとしても、それらの克服にはやはり経験と学習が必要である。ここに、学校全体で

いじめ克服へ向けたカリキュラムをマネジメントする力が発揮されなければならない所以があ

る。砂川 (2013)、山崎(2013)など、いじめをテーマの基軸に据える教育フOログラムの手がかりは

多様にある。個々の学校が目を向けるか否かにかかっている。

「し¥じめ防止法」をめぐる動きは、学校内部に以前から存在した「し 1じめ問題」とは異なる文

脈、異なる価値観に伴う新たな「し、じめ問題」の持ち込みとなっている。これまで、以上~こ学ヰ交は

外部環境の変一動に関心を向け、それに応じた経営を選択しなければならなくなってきている。こ

の意味で、よりいっそう学校改善が求められており、自律的学校経営が問われている。この点か

ら言えば、学校経営研究としては個々の学校の自律性を保障するビジョン形成や意思形成の在り

方に関する研究が急務であると考える。この部分での不自由さを全体的に把握し、それに対処す

る知恵を得ることが、自律的学校経営を志向する個々の学校にとって切実な課題となっている。

注

l 平成 21年 10月の鳩山内閣総理大臣による所信表明演説では、次のように語られている。 r~新
しい公共』とは、人を支えるとしづ役割を、 『官』と言われる人たちだけが担うのではなく、

教育や子育て、街づくり、防犯や防災、医療や福祉など、に地域で、かかわっておられる方々一人

ひとりにも参加していただ、き、それを社会全体として応援しようという新しい価値観です。」

立文科省は 2006年にいじめの定義を次のように変更した。 r一定の人間関係のある者から、心
理的、物理的な攻撃を受けたことにより、精神的な苦痛を感じているもの。」これにより、い

じめか否かの判断はいじめられた側の立場に立って行うことが明示された。

3 原による 4期の区分は次のようなものである。文科省による「し 1じめの認知件数Jデータに基

づし¥て、いじめの特徴ごとにまとめられている。

第 l 期 (1985~1989) マイナスの特徴がいじめの標的の選定基準となっていた時期。

第 2 期 (1987~1997) プラスの特徴も集団の許容l隔を超えれば標的となった時期。

第 3 期 (1995~2006) 無関心な傍観者がよ菌加し、いじめが見えにくくなってきた時期。

第 4 期 (2004~現在)仲間集団や不ツト上のいじめによりほとんど見えなくなっている。

4 山口・青木(2014)の発表配付資料中、スライド6頁目。

5 iJ_J口・青木(2014)の発表配付資料中、スライド 13頁目参照。
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